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第１章 総則

（目的）

第１条 この要綱は、市内で創業や新分野への進出、事業所を開設する者に対し、予算の

範囲内において登別市空き店舗活用事業補助金及び登別市事業所開設費補助金を交付す

ることにより、市内経済の活性化を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。

（１）店舗 市内において、商業、事務所、倉庫その他の事業の用に供している、あるい

は供していた施設をいう。

（２）事業所 店舗、事務所その他の事業の用に供する拠点をいう。

（３）空き店舗 ３月以上事業の用に供されていない店舗をいう。

（４）新たな事業活動 次のいずれかに該当するものをいう。

ア 事業を営んでいない個人が所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２２９条に規

定する開業の届出により行うもの

イ 事業を営んでいない個人が新たに法人を設立して行うもの

ウ 既に事業を営んでいる個人又は法人から事業を承継して行うもの

エ 既に事業を営んでいる個人又は法人が現在の事業所を継続しつつ、新たな事業所

を開設し行うもの

オ 個人が現在の事業の全部又は一部を継続して実施しつつ、新分野で事業を行うも

の

カ 法人が現在の事業の全部又は一部を継続して実施しつつ、新分野で事業を行うも

の

キ 個人又は法人が、新たに地域の賑わい創出に資する事業を行うもので、地域の商

店会等の推薦を受けたもの

（５）新分野 統計法(平成１９年法律第５３号)第２８条の規定により統計基準として定

められた日本標準産業分類において、現に営んでいる事業が属する中分類の業種区分

以外の中分類の業種区分に該当する分野をいう。

（６）社会課題 少子高齢化、安全・安心、地域資源活用、環境等地域が抱える課題をい

う。

（７）商店会等 市内にある商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）に基づく商



店街振興組合、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第３号に規定する個人

事業者（以下「個人事業者」という。）を主たる構成員とする任意の商店会、飲食店を

営む個人事業者を主たる構成員とする任意の飲食店組合及びその他市長が特に認めた

団体をいう。

（８）開業日 営業を開始した日をいう。

（９）着手 本要綱の規定に基づき登別市事業所開設費補助金の交付を受けようとする経

費に係る契約又は発注等を行うことをいう。

第２章 登別市空き店舗活用事業補助金

（補助対象者）

第３条 登別市空き店舗活用事業補助金（以下この章において「補助金」という。）の交付

の対象となる者（以下この章において「補助対象者」という。）は、市内において新たな

事業活動を行う個人又は法人であって、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する者

とする。

（１）登別商工会議所又は事業を営む地域の商店会等に加入する者であること。

（２）おおむね１日に４時間以上、かつ、１週間に５日以上営業ができる者であること。

（３）補助金の交付を申請する時点において、納期の到来した市税等について完納してい

る者であること。

（４）補助金の交付を申請する時点において、過去５年以内に次に掲げる補助金について、

補助対象者の責めに帰すべき事由により交付の決定を取り消された者でないこと。

ア この章に規定する登別市空き店舗活用事業補助金

イ 次章に規定する登別市事業所開設費補助金

ウ 登別市商談会等出展補助金交付要綱（平成２７年告示第７１号）に規定する登別

市商談会等出展補助金

エ 登別市商店街活性化事業補助金交付要綱（平成２９年告示第７７号）に規定する

登別市店舗リフォーム補助金

（５）登別市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２６年条例第２２号）第２条第１号

から第３号までに規定される者でないこと。

（６）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に定める風俗営業又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営む

者でないこと。ただし、スナック、バー等の食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）

に基づく飲食店営業の許可を受けて事業を営む者を除く。

（７）インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律

（平成１５年法律第８３号）第２条第２項に規定するインターネット異性紹介事業を

行う者でないこと。

（８）政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条第１項に規定する政治団体又

は政治活動を目的とした事業を行う者でないこと。

（９）宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条に規定する宗教団体又は宗教活動

を目的とした事業を行う者でないこと。

２ 前項の規定にかかわらず、商店会等が地域の社会課題に対応するための事業（以下「社



会課題対応事業」という。）であって、次条第１項に該当する事業を実施する場合には補

助対象者とする。ただし、前項第４号から第８号までに該当する者は除く。

（補助対象事業）

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下この章において「補助対象事業」という。）

は、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する事業とする。

（１）空き店舗の借上げに係る契約期間が１年以上である事業

（２）空き店舗を活用しようとする期間について２年以上の計画が見込まれる事業

（３）本市から直接又は間接に他の補助金の交付若しくは課税免除を受けていない事業。

ただし、第３章に規定する登別市事業所開設費補助金についてはこの限りでない。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は除く。

（１）現に市内で行っている事業を廃止し、店舗を移転して新たに行う事業

（２）第三者への転貸を目的とする事業。ただし、社会課題対応事業を実施する場合を除

く。

（補助対象期間等）

第５条 補助金の交付の対象となる期間（以下この章において「補助対象期間」とい

う。）は、事業を開始する日が属する月から１２月以内とする。ただし、補助対象事業

のうち社会課題対応事業については、事業を開始する日が属する月から３６月以内とす

る。

２ １月に営業した日数が１５日に達しない場合は、補助対象期間の月数としてみなさな

いものとする。ただし、事業を開始する日が属する月についてはこの限りでない。

３ 補助対象事業を行うための準備期間については、補助対象期間の月数としてみなさな

いものとする。

（補助対象経費等）

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下この章において「補助対象経費」という。）

は、補助対象期間における補助対象事業を行う部分の空き店舗の賃借料とする。ただし、

共益費、本人又は三親等以内の親族が所有する空き店舗の賃借料、空き店舗の所有者が

補助金の交付を受けようとする法人又は団体等の役員と同一の場合にかかる当該空き店

舗の賃借料を除く。

２ 補助金の額は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める額とし、月額

５万円を限度とする。ただし、他の補助金等と併用して交付を受ける場合は、補助対象

経費から他の補助金の額等を控除した額と比較し、小さい額を限度とする。この場合に

おいて、当該補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

た額とする。

（１）社会課題対応事業 補助対象経費の３分の２以内の額

（２）前号に掲げる事業以外の補助対象事業 補助対象経費の２分の１以内の額

（補助金の交付申請）



第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下この章において「申請者」という。）は、

補助対象事業を開始する前に登別市空き店舗活用事業補助金交付申請書（別記様式第１

号）に関係書類を添え、市長に申請するものとする。

２ 申請者は、補助金を他の補助金等と併用して交付を受けようとするときは、当該他の

補助金等に関する書類を市長に提出するものとする。

３ 市長は、前２項の書類のほか、必要と認める書類の提出を求めることができる。

４ 第１項の規定にかかわらず、同一の空き店舗において、過去に本要綱及び登別市商店

街活性化事業補助金交付要綱（平成２９年告示第７７号）による改正前の登別市商店街

活性化事業補助金交付要綱（平成２５年告示第５９号。以下「旧登別市商店街活性化事

業補助金交付要綱」という。）に規定された登別市空き店舗活用事業補助金の交付を受け

た者は、補助金の交付を申請することができない。

５ 補助対象期間が翌年度に渡る場合において、翌年度の補助金の交付を受けようとする

ときは、補助対象事業を開始した年度の３月末日までに登別市空き店舗活用事業補助金

交付申請書（継続）（別記様式第２号）に関係書類を添え、市長に申請するものとする。

（意見の聴取）

第８条 市長は、前条に規定する申請を受けたときは、必要に応じて、登別商工会議所及

び関係する商店会等の意見を求めることができるものとする。

（交付の決定）

第９条 市長は、第７条の交付の申請があった場合は、速やかにその内容を審査し、適当

と認めたときは登別市空き店舗活用事業補助金交付決定通知書（別記様式第３号）によ

り、適当でないと認めたときは登別市空き店舗活用事業補助金不交付決定通知書（別記

様式第４号）により申請者に通知するものとする。

（事業内容の変更等）

第１０条 補助金の交付の決定を受けた者（以下この章において「交付決定者」という。）

は、補助対象事業の内容を変更又は中止しようとするときは、登別市空き店舗活用事業

補助金（変更・中止）承認申請書（別記様式第５号）により、市長の承認を受けなけれ

ばならない。ただし、補助対象事業の内容の変更が軽微であって、補助対象事業に要す

る経費の配分に著しい変更を及ぼさない場合はこの限りでない。

２ 市長は、前項の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、適正と認めるとき

は、登別市空き店舗活用事業補助金（変更・中止）承認通知書（別記様式第６号）によ

り交付決定者に通知するものとする。

（補助金の請求等）

第１１条 交付決定者は、補助対象期間のうち次の各号に定める期間（以下この章におい

て「交付対象期間」という。）ごとに、登別市空き店舗活用事業補助金実施状況報告書（別

記様式第７号）に関係書類を添え、交付対象期間の最終月の翌月１０日までに市長に報

告するものとする。ただし、次の各号に掲げる交付対象期間のうち第４号に規定する交



付対象期間については、３月末日までに報告するものとする。

（１）４月から６月

（２）７月から９月

（３）１０月から１２月

（４）１月から３月

２ 市長は、前項の報告があったときは、その内容について調査を行い、登別市空き店舗

活用事業補助金調書（別記様式第８号）を作成するものとする。

３ 交付決定者は、前項の調査により事業内容が適当と認められた場合は、登別市空き店

舗活用事業補助金交付請求書（別記様式第９号）により市長に補助金の交付を請求する

ものとする。

４ 市長は、前項の請求が適当と認める場合は、速やかに補助金を交付するものとする。

（実績報告）

第１２条 交付決定者は、補助対象期間が終了した日から３０日以内の日又は交付決定の

日の属する会計年度の３月末日のいずれか早い日までに、登別市空き店舗活用事業補助

金実績報告書（別記様式第１０号）に関係書類を添え、市長に報告するものとする。

２ 市長は、前項の実績報告があったときは、速やかにその内容を審査し、補助金の交付

の額を確定し、登別市空き店舗活用事業補助金額確定通知書（別記様式第１１号）によ

り交付決定者に通知するものとする。

（調査）

第１３条 市長は、特に必要と認めた場合は、補助金の交付を受けた者に対して、必要な

調査を行うことができるものとする。

（交付決定の取消し及び補助金の返還）

第１４条 市長は、交付決定者又は補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当

するときは、補助金の交付の決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは

その一部の返還を求めることができる。

（１）補助金の交付の条件に違反したとき。

（２）補助対象事業の施行の方法等が不適当と認められるとき。

（３）申請等に不正の行為があると認められるとき。

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めたとき。

（書類の整備）

第１５条 補助金の交付を受けた者は、補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした

帳簿等の証拠書類を整備し、補助金の交付を受けた日の属する会計年度の翌年度から起

算して５年間保管しなければならない。

第３章 登別市事業所開設費補助金

（補助対象者）



第１６条 登別市事業所開設費補助金（以下この章において「補助金」という。）の交付の

対象となる者（以下この章において「補助対象者」という。）は、市内において新たな事

業活動を行う個人又は法人であって、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する者と

する。

（１）登別商工会議所又は事業を営んでいる地域の商店会等に加入する者であること。

（２）補助金の交付を申請する時点において、納期の到来した市税等について完納してい

る者であること。

（３）補助金の交付を申請する時点において、過去５年以内に次に掲げる補助金について、

補助対象者の責めに帰すべき事由により交付の決定を取り消された者でないこと。

ア 前章に規定する登別市空き店舗活用事業補助金

イ この章に規定する登別市事業所開設費補助金

ウ 登別市商談会等出展補助金交付要綱（平成２７年告示第７１号）に規定する登別

市商談会等出展補助金

エ 登別市商店街活性化事業補助金交付要綱（平成２９年告示第７７号）に規定する

登別市店舗リフォーム補助金

（４）登別市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第１号から第３号までに規定される

者でないこと。

（５）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項に規定する風俗営

業又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営む者でないこと。ただし、スナ

ック、バー等の食品衛生法に基づく飲食店営業の許可を受けて事業を営む者を除く。

（６）インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律

第２条第２項に規定するインターネット異性紹介事業を行う者でないこと。

（７）政治資金規正法第３条第１項に規定する政治団体又は政治活動を目的とした事業を

行う者でないこと。

（８）宗教法人法第２条に規定する宗教団体又は宗教活動を目的とした事業を行う者でな

いこと。

（９）本要綱及び登別市事業所開設費補助金交付要綱を廃止する告示（平成２９年告示第

７８号）による廃止前の登別市事業所開設費補助金交付要綱（平成２７年告示第５５

号。以下「旧登別市事業所開設費補助金交付要綱」という。）に基づく登別市事業所開

設費補助金の交付を受けた者でないこと。

（補助対象事業）

第１７条 補助金の交付の対象となる事業（以下この章において「補助対象事業」という。）

は、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する事業とする。

（１）２年以上の経営が見込まれ、交付の決定の日から６月以内の日又は交付の決定の日

が属する会計年度の３月末日のいずれか早い日までに事業所を開設し、営業を開始す

ることが見込まれる事業

（２）補助対象者が、建設業法（昭和２４年法律第１００号）別表第１に規定する事業を

営む市内に本社又は支社を有する法人若しくは個人に依頼して、事業所の新築、改造、

改装等を行う事業



（３）本市から直接又は間接に他の補助金の交付若しくは課税免除を受けていない事業。

ただし、第２章に規定する登別市空き店舗活用事業補助金についてはこの限りでない。

（４）第２１条に規定する交付の決定後に着手した事業。ただし、やむを得ない事由によ

り交付の決定前に着手する必要がある場合であって、市長にその旨を届け出たときは

この限りでない。

（補助対象経費等）

第１８条 補助金の交付の対象となる経費（以下この章において「補助対象経費」という。）

は、建物の新築、改造又は改装に要する経費及び建物と一体となって機能する設備費と

する。

２ 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内とし、３０万円を限度とする。

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる事業は、それぞれ当該各号に掲げる額を

限度とする。

（１）登別市登別東町、登別市登別本町及び登別市登別港町のうち一部の区域（別図）に

おいて、別表の業種に係る事業の用に供する事業所を開設する場合、６０万円（補助

対象経費の３分の２以内）

（２）産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第１２８条第１項の規定に基づき認

定された創業支援等事業に関する計画に位置付けられた特定創業支援等事業の支援を

受け、経済産業省関係産業競争力強化法施行規則（平成２６年経済産業省令第１号）

第７条第１項に規定する市町村長の発行する証明書の交付を受けた者である場合、５

０万円（補助対象経費の２分の１以内）

（３）前 2号のいずれにも該当する場合、８０万円（補助対象経費の３分の２以内）

４ 前２項の規定にかかわらず、他の補助金等と併用して交付を受ける場合は、補助対象

経費から他の補助金の額等を控除した額と比較し、小さい額を限度とする。

５ 第２項及び第３項に規定する補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた額とする。

（補助金の交付申請）

第１９条 補助金の交付を受けようとする者（以下この章において「申請者」という。）

は、市長が別に定める期日までに、登別市事業所開設費補助金交付申請書（別記様式第

１２号）に関係書類を添えて市長に申請するものとする。

２ 申請者は、第１７条第４号ただし書の規定により事前に着手をしようとするときは、

登別市事業所開設費補助金事前着手申出書（別記様式第１３号）を市長に提出するもの

とする。

３ 申請者は、補助金を他の補助金等と併用して交付を受けようとするときは、当該他の

補助金等に関する書類を市長に提出するものとする。

（意見の聴取）

第２０条 市長は、前条に規定する申請を受けたときは、必要に応じて、登別商工会議所

及び関係する商店会等の意見を求めることができるものとする。



（交付の決定）

第２１条 市長は、前条の交付の申請があった場合は、速やかにその内容を審査し、適当

と認めたときは、登別市事業所開設費補助金交付決定通知書（別記様式第１４号）によ

り、適当でないと認めたときは登別市事業所開設費補助金不交付決定通知書（別記様式

第１５号）により申請者に通知するものとする。

（事業内容の変更等）

第２２条 補助金の交付の決定を受けた者（以下この章において「交付決定者」という。）

は、補助対象事業の内容を変更又は中止しようとするときは、登別市事業所開設費補助

金（変更・中止）承認申請書（別記様式第１６号）により市長の承認を受けなければな

らない。 ただし、補助対象事業の内容の変更が軽微であって、補助対象事業に要する経

費に著しい変更を及ぼさない場合はこの限りでない。

２ 市長は、前項の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、適正と認めるとき

は、登別市事業所開設費補助金（変更・中止）承認通知書（別記様式第１７号）により

交付決定者に通知するものとする。

３ 交付決定者は、補助対象事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる

とき又は補助対象事業の遂行が困難になったときは、速やかに市長に報告し、その指示

を受けるものとする。

（実績報告）

第２３条 交付決定者は、開業日から３０日以内又は交付決定の日の属する会計年度の３

月末日のいずれか早い日までに登別市事業所開設費補助金実績報告書（別記様式第１８

号）に関係書類を添えて、市長に報告するものとする。

２ 市長は、前項の実績報告があったときは、速やかにその内容を審査し、補助金の交付

の額を確定し、登別市事業所開設費補助金額確定通知書（別記様式第１９号）により交

付決定者に通知するものとする。

（補助金の請求）

第２４条 前条の規定により補助金の額の確定を受けた交付決定者は、登別市事業所開設

費補助金交付請求書（別記様式第２０号）により市長に補助金の交付を請求するものと

する。

２ 市長は、前項の請求が適当と認める場合は、速やかに補助金を交付するものとする。

（調査）

第２５条 市長は、特に必要と認めた場合には、補助金の交付を受けた者に対して、必要

な調査を行うことができるものとする。

（取得財産等の管理及び処分等）

第２６条 補助金の交付を受けた者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した



財産（以下この章において「取得財産等」という。）の管理に当たっては、補助対象事業

の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の

目的に従って効率的に運用するものとする。

２ 補助金の交付を受けた者は、補助対象事業の完了の日の属する年度を含む２年間は、

原則、取得財産等を処分してはならない。ただし、登別市事業所開設費補助金財産処分

等承認申請書（別記様式第２１号）を市長に提出し、承認を受けた場合はこの限りでな

い。

３ 市長は、前項ただし書の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、

登別市事業所開設費補助金財産処分等審査結果通知書（別記様式第２２号）により補助

金の交付を受けた者に通知するものとする。

（交付決定の取消し及び補助金の返還）

第２７条 市長は、交付決定者又は補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当

するときは、補助金の交付の決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは

その一部の返還を求めることができる。

（１）補助金の交付の条件に違反したとき。

（２）事業の施行方法等が不適当と認められるとき。

（３）申請等に不正の行為があると認められるとき。

（４）前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めたとき。

２ 市長は、前条第２項の規定により取得財産等を処分し、収入を得たときは、既に交付

した補助金の全部若しくはその一部の返還を求めることができる。

（書類の整備）

第２８条 補助金の交付を受けた者は、補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした

帳簿等の証拠書類を整備し、補助金の交付を受けた日の属する会計年度の翌年度から起

算して５年間保管しなければならない。

第４章 その他

（その他）

第２９条 本要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が定める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、公布の日から施行する。

（登別市商店街活性化事業補助金交付要綱の全部改正に伴う経過措置）

２ この要綱の施行前に旧登別市商店街活性化事業補助金交付要綱の規定によってした交

付の決定であって、この要綱の規定に相当の規定があるものは、これらの規定によって

した交付の決定とみなす。

（登別市事業所開設費補助金交付要綱の廃止に伴う経過措置）

３ この要綱の施行前に旧登別市事業所開設費補助金交付要綱の規定によってした交付の



決定であって、この要綱に相当の規定があるものは、これらの規定によってした交付の

決定とみなす。

附 則（平成３０年告示第５４号）

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則（平成３１年告示第３８号）

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則（令和２年告示第４１号）

この告示は、令和２年４月１日から施行する。

附 則（令和３年告示第６２号）

この告示は、令和３年４月１日から施行する。

附 則（令和４年告示第６２号）

この告示は、令和４年４月１日から施行する。

附 則（令和 年告示第 号）

この告示は、令和５年４月１日から施行する。



別記様式第 1号（第７条関係）

登別市空き店舗活用事業補助金交付申請書

年 月 日

登別市長 様

申請者 住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名

電 話

登別市創業支援事業補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、補助金の交付を受け

たいので、関係書類を添えて申請します。

なお、補助金の交付の決定にあたり、税務資料等を閲覧することについて了承します。

記

（※１）新たに法人を設立する場合は、営業開始前までの提出でも可とする。

（※２）営業開始前までの提出でも可とする。ただし、営業開始前までの提出が困

難な場合に限り、開業日から３０日以内、交付決定の日の属する会計年度

の３月末日、又は第１１条に規定する実施状況報告書の最初の提出日の

いずれか早い日までの提出でも可とする。

１
店舗所在地 登別市 町 丁目 番地

店舗名 電話

２ 業種

３ 事業開始（予定日） 年 月 日

４
店舗所有者 住所

氏名 電話

５ 賃借料（月額） 円

６ 建物の契約期間 年 月 日～ 年 月 日

７

交付申請金額 円

（賃借料（月額） 円×1/2（2/3）＝ 円（1,000 円未満切捨て）× か月）

（年度末までの総額） （ 月から 月までの か月分）

８ 関係書類

（１）事業計画書及び誓約書

（２）世帯全員の住民票（法人にあっては代表者）の写し

（３）法人の場合は、定款及び登記事項証明書（履歴事項全部証明書）（※１）

（４）個人事業主の場合は、所得税法第２２９条の規定により税務署長に提出してい

る個人事業の開業・廃業等届出書の写し（※２）

（５）建物賃貸借契約書の写し

（６）市税等の納付状況を確認できる書類（納税証明書（未納がない証明）等）

（７）営業許可証の写し（許認可を必要とする業種の場合のみ）（※２）

（８）登別市に提出する法人等の設立申告書の控え（※２）

（９）団体等加入状況確認書（※２）

（１０）その他市長が必要と認める書類



事業計画書

１ 申請者の概要

(ふりがな)

事業者名

(ふりがな)

代表者名
性別 男・女 生年月日 年 月 日

代
表
者
連
絡
先

住 所

電 話

ＦＡＸ

メール

現在の職業
会社員 ・ 専業主婦（主夫） ・ パート、アルバイト

学生 ・ その他（ ）

他の事業との兼務 していない ・ している（名称： ）

代表者職歴

年月 内容

事業を行う動機

２ 新たに行う事業の形態

予定している

事業形態

□個人事業主 □株式会社 □合名会社

□合資会社 □合同会社 □企業組合 □協同組合

その他（ ）

開業日（予定） 年 月 日

法人等

設立日（予定）
年 月 日

事業を行う場所

（予定）
登別市

業種（予定）

事業所名（予

定）

代表者・従業員

数等（予定）

（代表者・役員）

（従業員）

人

人 うち（パート 人）

営業時間 ： ～ ： 定休日



３ 新たに行う事業の概要

経営理念・方針

事業の概要

今後の事業計画

１年目

２年目

４ 新たに行う事業の見通し

１年目

（ 年 月～

年 月）

２年目

（ 年 月～

年 月）

売上高、売上原価（仕入

高）、経費を計算した根拠

１年目 ２年目

売上高 ①

補助金

売上原価 ②

売上総利益
（①－②）

③

経
費

人件費

家賃

支払利息

減価償却費

その他

合 計 ④

営業利益（③－④）



誓 約 書

私は、登別市創業支援事業補助金交付要綱第３条第１項に基づく補助対象者であること

を誓約します。

年 月 日

登別市長 様

住 所

氏 名

チ ェ ッ

ク欄

私は、過去５年以内に次に掲げる補助金について、補助対象者の責めに帰すべき事由により

交付の決定を取り消された者ではありません。

ア 登別市創業支援事業補助金交付要綱（平成２９年告示第７６号）に規定する登別市空き

店舗活用事業補助金

イ 登別市創業支援事業補助金交付要綱に規定する登別市事業所開設費補助金

ウ 登別市商談会等出展補助金交付要綱（平成２７年告示第７１号）に規定する登別市商談

会等出展補助金

エ 登別市商店街活性化事業補助金交付要綱（平成２９年告示第７７号）に規定する登別市

店舗リフォーム補助金

私は、登別市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２６年条例第２２号）第２条第１号から第３

号までに規定される者ではありません。

私は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項に規定する風俗営業又は

同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営む者（ただし、スナック、バー等の食品衛生法（昭

和２２年法律第２３３号）に基づく飲食店営業の許可を受けて事業を営む者を除く。）ではありま

せん。

私は、インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律（平成

１５年法律第８３号）第２条第２項に規定するインターネット異性紹介事業を行う者ではありま

せん。

私は、政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条第１項に規定する政治団体又は政治活

動を目的とした事業を行う者ではありません。

私は、宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条に規定する宗教団体又は宗教活動を目的と

した事業を行う者ではありません。



別記様式第２号（第７条関係）

登別市空き店舗活用事業補助金交付申請書（継続）

年 月 日

登別市長 様

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名

電 話

登別市創業支援事業補助金交付要綱第７条第５項の規定に基づき、補助金の交付を受

けたいので次のとおり申請します。

１
店舗所在地 登別市 町 丁目 番地

店舗名 電話

２
店舗所有者 住所

氏名 電話

３ 賃借料（月額） 円

４ 建物の契約期間 年 月 日～ 年 月 日

５

交付申請金額 円

（賃借料（月額） 円×1/2（2/3）＝ 円（1,000 円未満切捨て）× か月）

（ 月から 月までの か月分）



別記様式第３号（第９条関係）

登 第 号

年 月 日

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名 様

登別市長

登別市空き店舗活用事業補助金交付決定通知書

年 月 日付けで申請のありました標記補助金について、登別市創業支援事業補

助金交付要綱第９条の規定に基づき、次のとおり交付することに決定しましたので通知し

ます。

記

【注意事項】

１ 交付決定の日の属する会計年度の３月末日までに登別市空き店舗活用事業補助金実績

報告書（別記様式第１０号）に必要書類を添えて市長に提出しなければなりません。

２ 申請の内容に変更が生じたときは、登別市空き店舗活用事業補助金（変更・中止）承

認申請書（別記様式第５号）を市長に提出しなければなりません。ただし、補助対象事

業の内容の変更が軽微であって、補助対象事業に要する経費に著しい変更を及ぼさない

場合はこの限りではありません。

３ この交付決定に関する収入及び支出を明らかにした帳簿並びに証拠書類を補助金の交

付を受けた日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間整備保管しなければなりま

せん。

４ 次のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定を取り消すことがあります。また、

補助金を既に交付しているときは、補助金の返還を請求することがあります。

（１）補助金の交付の条件に違反したとき。

（２）事業施行方法等が不適当と認められるとき。

（３）申請等に不正の行為があると認められるとき。

（４）前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めたとき。

５ 補助対象事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又は補助対

象事業の遂行が困難になったときは、速やかに市長に報告し、その指示を受けなければ

なりません。

６ 補助金の請求をするときは、本書の写しを添付してください。

交付決定額 円

交付対象期間
年 月 日から

年 月 日まで



別記様式第４号（第９条関係）

登 第 号

年 月 日

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名 様

登別市長

登別市空き店舗活用事業補助金不交付決定通知書

年 月 日付けで申請のありました登別市空き店舗活用事業補助金につい

て、登別市創業支援事業補助金交付要綱第９条の規定に基づき、次のとおり不交付となり

ましたので通知します。

記

不交付の理由



別記様式第５号（第１０条関係）

登別市空き店舗活用事業補助金（変更・中止）承認申請書

年 月 日

登別市長 様

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名

電 話

年 月 日付け登 第 号で交付決定を受けた登別市空き店舗活用事業

補助金について、事業内容等を（変更・中止）したいので、登別市創業支援事業補助金交

付要綱第１０条第１項の規定に基づき、次のとおり申請します。

記

添付書類

（１）変更等の内容が確認できる書類の写し

（２）その他市長が必要と認める書類

１ （変更・中止）の理由（具体的に記入してください。）

２ 補助金額

変更前 円

変更後 円

差引額 円

３ 変更の内容（具体的に記入してください。）

変更前

変更後



別記様式第６号（第１０条関係）

登 第 号

年 月 日

氏名又は名称及び代表者名 様

登別市長

登別市空き店舗活用事業補助金（変更・中止）承認通知書

年 月 日付けで承認申請のありました登別市空き店舗活用事業補助金の

（変更・中止）について、登別市創業支援事業補助金交付要綱第１０条第２項の規定に基

づき、次のとおり決定しましたので通知します。

記

審査結果 承認・不承認

承認・不承認

の理由



別記様式第７号（第１１条関係）

登別市空き店舗活用事業補助金実施状況報告書

年 月 日

登別市長 様

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名

電 話

年 月 日付け登 第 号で交付決定を受けた登別市空き店舗活用事

業補助金について、登別市創業支援事業補助金交付要綱第１１条第１項の規定に基づき、

次のとおり報告します。

記

１
店舗所在地 登別市 町 丁目 番地

店舗名

２ 業種

３ 営業開始日 年 月 日

４ 対象営業期間 年 月 日～ 年 月 日

５
関係書類 対象営業期間の賃借料の支払いがわかるもの（写しでも可）

（例）領収証、振込通知、預金通帳等

６ 調査内容

（１）営業日数 日

（２）営業時間 ： ～ ：

（３）定休日



別記様式第８号（第１１条関係）

登別市空き店舗活用事業補助金調書

年 月 日

調査担当者

１ 店舗所在地 登別市 町 丁目 番地

店舗名

２ 補助対象期間 年 月 日 ～ 年 月 日

３ 調査日 年 月 日

４ 調査結果



別記様式第９号（第１１条関係）

登別市空き店舗活用事業補助金交付請求書

年 月 日

登別市長 様

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名

電 話

年 月 日付け登 第 号で交付決定を受けた登別市空き店舗活用事

業補助金について、登別市創業支援事業補助金交付要綱第１１条第３項の規定に基づ

き、次のとおり請求します。

記

１ 対象期間 月分から 月分まで

２ 請求金額 円

３ 振 込 先

振 込 先

金融機関

銀 行 本 店

信用金庫 支 店

組 合 出張所

口座種別
普 通

当 座
口座番号

フリガナ

名 義 人



別記様式第１０号（第１２条関係）

登別市空き店舗活用事業補助金実績報告書

年 月 日

登別市長 様

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名

電 話

年 月 日付け登 第 号で交付決定を受けた登別市空き店舗活用事

業補助金について、登別市創業支援事業補助金交付要綱第１２条第１項の規定に基づ

き、次のとおり報告します。

記

１
店舗所在地 登別市 町 丁目 番地

店舗名

２ 補助対象期間 年 月 日～ 年 月 日

３ 補助金受領額（総額） 円

４ 関係書類 事業実績書 収支実績書

５ その他



別記様式第１１号（第１２条関係）

登 第 号

年 月 日

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名 様

登別市長

登別市空き店舗活用事業補助金額確定通知書

年 月 日付けで実績報告を受けた登別市空き店舗活用事業補助金について、

登別市創業支援事業補助金交付要綱第１２条第２項の規定に基づき、次のとおり補助金額

が確定しましたので通知します。

記

【注意事項】

１ 次のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定を取り消し、既に補助金を交付し

ているときは、期限を定めて補助金の交付を受けた者に補助金の返還を求めることがあ

ります。

（１）補助金の交付の条件に違反したとき。

（２）事業施行方法等が不適当と認められるとき。

（３）申請等に不正の行為があると認められるとき。

（４）前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めたとき。

確定補助金額 円



別記様式第１２号（第１９条関係）

登別市事業所開設費補助金交付申請書

年 月 日

登別市長 様

申請者 住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名

電 話

登別市創業支援事業補助金交付要綱第１９条第１項の規定に基づき、補助金の交付を受

けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

（※１）新たに法人を設立する場合は、実績報告書への添付でも可とする。

（※２）実績報告書への添付でも可とする。

１ 補助対象事業で行う事業の内容

２ 特定創業支援事業による支援の有無 有 無

３ 補助対象事業に要する経費及び補助金交付申請額

補助対象事業に要する経費 円

交付申請額 円（※1,000円未満切捨て）

４ 事業の実施期間

工事の着手日（予定） 年 月 日

工事の完了日（予定） 年 月 日

５ 開業日（予定） 年 月 日

６ 関係書類

（１）事業計画書及び誓約書

（２）世帯全員の住民票（法人にあっては代表者）の写し

（３）法人の場合は、定款及び登記事項証明書（履歴事項全部証明書）（※１）

（４）個人事業主の場合は、所得税法第２２９条の規定により税務署長に提出している

個人事業の開業・廃業等届出書の写し（※２）

（５）見積書又は契約書の写し

（６）市税等の納付状況を確認できる書類（納税証明書（未納がない証明）等）

（７）着手前の状況がわかる写真

（８）経済産業省関係産業競争力強化法施行規則第７条第１項に規定する認定特定創業

支援事業により支援を受けたことの証明の写し（該当する場合のみ）

（９）建物賃貸借契約書の写し（該当する場合のみ）

（１０）営業許可証の写し（許認可を必要とする場合のみ）（※２）

（１１）登別市に提出する法人等の設立申告書の控え（※２）

（１２）団体等加入状況確認書（※２）

（１３）その他市長が必要と認める書類



事業計画書

１ 申請者の概要

(ふりがな)

事業者名

(ふりがな)

代表者名
性別 男・女 生年月日 年 月 日

代
表
者
連
絡
先

住 所

電 話

ＦＡＸ

メール

現在の職業
会社員 ・ 専業主婦（主夫） ・ パート、アルバイト

学生 ・ その他（ ）

他の事業との兼務 していない ・ している（名称： ）

代表者職歴

年月 内容

事業を行う動機

２ 新たに行う事業の形態

予定している

事業形態

□個人事業主 □株式会社 □合名会社

□合資会社 □合同会社 □企業組合 □協同組合

その他（ ）

開業日（予定） 年 月 日

法人等

設立日（予定）
年 月 日

事業を行う場所

（予定）
登別市

業種（予定）

事業所名（予

定）

代表者・従業員

数等（予定）

（代表者・役員）

（従業員）

人

人 うち（パート 人）

営業時間 ： ～ ： 定休日



３ 新たに行う事業の概要

経営理念・方針

事業の概要

今後の事業計画

１年目

２年目

４ 新たに行う事業の見通し

１年目

（ 年 月～

年 月）

２年目

（ 年 月～

年 月）

売上高、売上原価（仕入

高）、経費を計算した根拠

１年目 ２年目

売上高 ①

補助金

売上原価 ②

売上総利益
（①－②）

③

経
費

人件費

家賃

支払利息

減価償却費

その他

合 計 ④

営業利益（③－④）



５ 新たに行う事業の資金計画

（１）支出

必要な資金 金額 補助対象経費

設

備

資

金

店舗 円 円

内

訳

円 円

円 円

機械装置・備品 円 円

内

訳

円 円

円 円

運

転

資

金

商品仕入・経費支払代金 円

内

訳

円

円

合計（（Ｃ）と同じ金額） （Ａ） 円 （Ｂ） 円

調達方法 金額

自己資金 円

補助金 円

内訳
円

円

借入金 円

内訳
円

円

合計（（Ａ）と同じ金額） （Ｃ） 円



（２）収入

６ 交付申請額の算出

（１）第１８条第２項に該当する場合

（２）第１８条第３項第１号に該当する場合

（３）第１８条第３項第２号に該当する場合

（４）第１８条第３項第３号に該当する場合

別記様式第１号の補助対象事業に要する経費には「Ｂ」の金額、交付申請額には「F」
～「Ｉ」のうち該当の金額を記載してください。

補助対象経費の合計（Ｂ）×１／２＝ 円 …Ｄ

登別市登別東町、登別市登別本町及び

登別市港町のうち一部の区域（別図）で

事業所を開設する場合の補助対象経費

の合計（Ｂ）×２／３＝

円 …E

Ｄと３０万円を比較して低い額 円 …F

Eと６０万円を比較して低い額 円 …Ｇ

Ｄと５０万円を比較して低い額 円 …Ｈ

Eと８０万円を比較して低い額 円 …Ｉ



誓 約 書

私は、登別市創業支援事業補助金交付要綱第１６条に基づく補助対象者であることを誓

約します。

年 月 日

登別市長 様

住 所

氏 名

チ ェ ッ

ク欄

私は、過去５年以内に次に掲げる補助金について、補助対象者の責めに帰すべき事由により

交付の決定を取り消された者ではありません。

ア 登別市創業支援事業補助金交付要綱（平成２９年告示第７６号）に規定する登別市空き

店舗活用事業補助金

イ 登別市創業支援事業補助金交付要綱に規定する登別市事業所開設費補助金

ウ 登別市商談会等出展補助金交付要綱（平成２７年告示第７１号）に規定する登別市商談

会等出展補助金

エ 登別市商店街活性化事業補助金交付要綱（平成２９年告示第７７号）に規定する登別市

店舗リフォーム補助金

私は、登別市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２６年条例第２２号）第２条第１号から第３

号までに規定される者ではありません。

私は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項に規定する風俗営業又は

同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営む者（ただし、スナック、バー等の食品衛生法（昭

和２２年法律第２３３号）に基づく飲食店営業の許可を受けて事業を営む者を除く。）ではありま

せん。

私は、インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律（平成

１５年法律第８３号）第２条第２項に規定するインターネット異性紹介事業を行う者ではありま

せん。

私は、政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条第１項に規定する政治団体又は政治活

動を目的とした事業を行う者ではありません。

私は、宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条に規定する宗教団体又は宗教活動を目的と

した事業を行う者ではありません。



別記様式第１３号（第１９条関係）

登別市事業所開設費補助金事前着手申出書

年 月 日

登別市長 様

申請者 住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名

電 話

年 月 日付けで登別市事業所開設費補助金の申請をしていたところですが、

登別市創業支援事業補助金交付要綱第１９条第２項の規定に基づき、下記のとおり補助対

象となる工事について交付決定前に着手したいので、申し出ます。

なお、審査の結果、補助金の不交付が決定した、又は交付申請額未満の金額に減額され

た場合において異議を申し出ません。

記

１ 補助対象事業のうち事前着手する内容

２ 事前着手理由

３ 事業の実施期間

工事の着手日（予定） 年 月 日

工事の完了日（予定） 年 月 日

４ 開業日（予定） 年 月 日



別記様式第１４号（第２１条関係）

登 第 号

年 月 日

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名 様

登別市長

登別市事業所開設費補助金交付決定通知書

年 月 日付けで申請のありました標記補助金について、登別市創業支援事業補

助金交付要綱第２１条の規定に基づき、次のとおり交付することに決定しましたので通知

します。

記

【注意事項】

１ 開業日から３０日以内の日又は交付決定の日の属する会計年度の３月末日のいずれか

早い日までに登別市事業所開設費補助金実績報告書（別記様式第１８号）に必要書類を

添えて市長に提出しなければなりません。

２ 申請の内容に変更が生じたときは、登別市事業所開設費補助金（変更・中止）承認申

請書（別記様式第１６号）を市長に提出しなければなりません。ただし、補助対象事業

の内容の変更が軽微であって、補助対象事業に要する経費に著しい変更を及ぼさない場

合はこの限りではありません。

３ この交付決定に関する収入及び支出を明らかにした帳簿並びに証拠書類を補助金の交

付を受けた日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間整備保管しなければなりま

せん。

４ 次のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定を取り消すことがあります。また、

補助金を既に交付しているときは、補助金の返還を請求することがあります。

（１）補助金の交付の条件に違反したとき。

（２）事業施行方法等が不適当と認められるとき。

（３）申請等に不正の行為があると認められるとき。

（４）前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めたとき。

５ 補助対象事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又は補助対

象事業の遂行が困難になったときは、速やかに市長に報告し、その指示を受けなければ

なりません。

６ 補助金の請求をするときは、本書の写しを添付してください。

交付決定額 円

登別市事業所開設費補助金

実績報告書の提出期限
年 月 日



別記様式第１５号（第２１条関係）

登 第 号

年 月 日

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名 様

登別市長

登別市事業所開設費補助金不交付決定通知書

年 月 日付けで申請のありました登別市事業所開設費補助金について、

登別市創業支援事業補助金交付要綱第２１条の規定に基づき、次のとおり不交付となりま

したので通知します。

記

不交付の理由



別記様式第１６号（第２２条関係）

登別市事業所開設費補助金（変更・中止）承認申請書

年 月 日

登別市長 様

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名

電 話

年 月 日付け登 第 号で交付決定を受けた事業について、事業内容

等を（変更・中止）したいので、登別市創業支援事業補助金交付要綱第２２条第１項の規

定に基づき、次のとおり申請します。

記

添付書類

（１）変更等の内容が確認できる書類の写し

（２）その他市長が必要と認める書類

１ （変更・中止）の理由（具体的に記入してください。）

２ 補助金額

変更前 円

変更後 円

差引額 円

３ 変更の内容（具体的に記入してください。）

変更前

変更後



別記様式第１７号（第２２条関係）

登 第 号

年 月 日

氏名又は名称及び代表者名 様

登別市長

登別市事業所開設費補助金（変更・中止）承認通知書

年 月 日付けで承認申請のありました登別市事業所開設費補助金の変更

について、登別市創業支援事業補助金交付要綱第２２条第２項の規定に基づき、次のとお

り決定しましたので通知します。

記

審査結果 承認・不承認

承認・不承認

の理由



別記様式第１８号（第２３条関係）

登別市事業所開設費補助金実績報告書

年 月 日

登別市長 様

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名

電 話

年 月 日付け登 第 号で交付決定を受けた登別市事業所開設

費補助金について、登別市創業支援事業補助金交付要綱第２３条第１項の規定に基づき、

次のとおり報告します。

記

１ 開業日 年 月 日

２ 法人等の設立日 年 月 日

３ 事業を開始した場所 登別市

４ 事業所名 「 」

５ 役員及び従業員数等 役 員 名（本人含む）

従業員 名（内パート等 名）

６ 補助対象経費の精算

添付資料

（１）領収書又は支払いの内容がわかる書類

（２）完了後の状況がわかる写真

（３）その他市長が必要と認める書類

経費区分 申請額 精算額 備考

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

合計 円 円



別記様式第１９号（第２３条関係）

登 第 号

年 月 日

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名 様

登別市長

登別市事業所開設費補助金額確定通知書

年 月 日付けで実績報告を受けた登別市事業所開設費補助金について、

登別市創業支援事業補助金交付要綱第２３条第２項の規定に基づき、次のとおり補助金額

が確定しましたので通知します。

記

【注意事項】

１ 本補助金交付額確定通知書を受けたときは、速やかに「登別市事業所開設費補助金交

付請求書（別記様式第２０号）」を提出してください。

２ 次のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定を取り消し、既に補助金を交付し

ているときは、期限を定めて補助金の交付を受けた者に補助金の返還を求めることがあ

ります。

（１）補助金の交付の条件に違反したとき。

（２）事業施行方法等が不適当と認められるとき。

（３）申請等に不正の行為があると認められるとき。

（４）前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めたとき。

確定補助金額 円



別記様式第２０号（第２４条関係）

登別市事業所開設費補助金交付請求書

年 月 日

登別市長 様

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名

電 話

年 月 日付け登 第 号で交付決定を受けた登別市事業所開設費

補助金について、登別市創業支援事業補助金交付要綱第２４条第１項の規定に基づき、次

のとおり請求します。

記

※『登別市事業所開設費補助金額確定通知書（別記様式第１９号）』に記載された金

額を記入してください。

振込先

請求者氏名と口座名義人は同一としてください。

交付請求額 円

金融機関名

支店名

預金種目 □ 普通 □ 当座

フリガナ

口座名義

口座番号



別記様式第２１号（第２６条関係）

登別市事業所開設費補助金財産処分等承認申請書

年 月 日

登別市長 様

住所又は所在地

氏名又は名称及び代表者名

電 話

年 月 日付け登 第 号で交付決定を受けた登別市事業所開設費

補助金について、登別市創業支援事業補助金交付要綱第２６条第２項の規定に基づき、次

のとおり申請します。

記

１ 処分等の方法

（該当する項目を

〇で囲んでくださ

い。）

移転 ・ 売却 ・ 譲渡 ・ 交換 ・ 貸与 ・ 廃棄 ・ その他

その他については、具体的に記入してください。

２ 処分等の時期 年 月 日

３ 処分等の理由

４ 処分等の条件 （処分することによって収益があった場合は、その額を記載し

てください。）



別記様式第２２号（第２６条関係）

登 第 号

年 月 日

氏名又は名称及び代表者名 様

登別市長

登別市事業所開設費補助金財産処分等審査結果通知書

年 月 日付けで承認申請のありました登別市事業所開設費補助金に係る

財産処分について、登別市創業支援事業補助金交付要綱第２６条第３項の規定に基づき、

次のとおり決定しましたので通知します。

記

審査結果 承認・不承認

承認・不承認

の理由



別表 第１８条関係

菓子小売業（製造小売）

菓子小売業（製造小売でないもの）

パン小売業（製造小売）

パン小売業（製造小売でないもの）

飲料小売業

他に分類されない小売業

自動車賃貸業

スポーツ・娯楽用品賃貸業

旅館、ホテル

簡易宿所

食堂、レストラン（専門料理店を除く）

日本料理店

料亭

中華料理店

ラーメン店

焼肉店

その他の専門料理店

そば・うどん店

すし店

酒場・ビアホール

喫茶店

その他の飲食店

ハンバーガー店

お好み焼・焼きそば・たこ焼き店

他に分類されない飲食店

持ち帰り飲食サービス業

その他の洗濯・理容・美容・浴場業

エステティック業

リラクゼーション業（手技を用いるもの）

旅行業（旅行業者代理業を除く）

旅行業者代理業

物品預り業

その他市長が認める業種



別図（第１８条関係）


